
資料４－１ 

木曽地域公共交通活性化協議会規約の改正について 

 

令和７年６月 23日 

木曽地域公共交通活性化協議会事務局 

 

１．概要 

 ・本協議会は、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」第６条の規定に基づき、地域

公共交通計画の作成及び実施に関し必要な協議を行うため組織。 

 ・令和７年 10月の広域幹線バス運行に向け、運行事業者が道路運送法第 15条の規定に基づ

く事業計画の変更申請を行うにあたり、標準処理期間短縮等の優遇措置を受けるため、地

域公共交通会議又は当該会議の構成員として道路運送法施行規則に定める者を構成員とし

て含む地域活性化協議会に協議をする必要がある。 

 ・木曽地域公共交通活性化協議会が協議適格となるためには、当協議会においては「一般旅

客自動車運送事業者の組織する団体」を委員に加える必要がある。 

 

２．改正（案） 

 ・協議会委員に、公共交通事業者等として、「公益社団法人長野県バス協会」及び「一般社団

法人長野県タクシー協会」を加える。 

 ・規約の改正については別添新旧対照表のとおり。 

 

３．施行期日 

  議決の日 

 

（参考）関係法令 

 ■一般旅客自動車運送事業の許可等に係る標準処理期間について（平成 14年７月１日付け

（平成 29年３月 17日付け改正）北陸信越運輸局長公示）（抜粋） 

  １．一般乗合旅客自動車運送事業 

   （１）事業計画の変更認可（法第 15条第１項） 

          ① 路線の新設に関するもの 

      ３ヶ月（上限運賃料金の認可を含む。） 

       なお、（中略）並びに地域公共交通会議等で協議の調った事案については、特段

の事情がない限り、概ね１ヶ月を目途とした迅速な処理をすることとする。 

     ② 路線の新設以外のもの 

      ２ヶ月 

       なお、（中略）及び地域公共交通会議等で協議が調った事案については、特段の

事情がない限り、概ね１ヶ月を目途とした迅速な処理をすることとする。 

 

 



 ■道路運送法施行規則（抜粋） 

  （事業計画） 

  第四条 法第五条第一項第三号の事業計画のうち路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車

運送事業に係るものには、次に掲げる事項を記載するものとする。 

   （略） 

  ２ 前項の事業計画には、次に掲げる事項を記載した路線図を添付するものとする。ただ

し、当該路線図について地域公共交通会議（中略）又は地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律（平成十九年法律第五十九号）第六条に規定する協議会（次条第一項第二

号から第六号までに掲げる者を構成員に含むものに限る。以下「協議会」という。）（以

下「地域公共交通会議等」という。）における協議を経たときは、その添付を省略するこ

とができる。 

   （以下略） 

  （地域公共交通会議の構成員） 

  第四条の二 地域公共交通会議は、次に掲げる者により構成するものとする。 

   一 地域公共交通会議を主宰する市町村長又は都道府県知事その他の地方公共団体の長 

   二 一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体 

   三 住民又は旅客 

   四 地方運輸局長 

   五 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体 

   六 自家用有償旅客運送について協議を行う場合には、地域公共交通会議を主宰する市

町村長又は都道府県知事の管轄する区域内において現に自家用有償旅客運送を行って

いる第四十九条に規定する特定非営利活動法人等 

  ２ （略） 


